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明けましておめでとうございます。 

昨年は、新型コロナウイルスの影響が残る中、ロシアのウクライナ侵攻とそれに伴う燃料高や資源高、

中国のゼロコロナ政策などによるサプライチェーンの混乱など、激動の 1年でした。また、年末には日

本銀行による金融政策の修正発表がありました。当社グループの強みであるマンション事業にも大きく

影響を与える可能性があるため、今後の動向から一瞬たりとも目が離せません。 

国内のマンション市場ですが、今年の販売戸数は首都圏で約 32,000戸、近畿圏で約 18,000戸と一昨

年並みの水準に戻ると見込んでいます。なお、今年も平均価格の上昇傾向は続くと思われます。 

中期経営計画「NS 計画」3 年目となる今期も、連結経常利益 850 億円の期初目標の達成に向けここま

では順調に進捗しており、期末に向け追い込みを図ります。最終期 2025年 3月期の経常利益 1,000億円

と 5年間累計経常利益 4,000億円の目標達成に向け、長谷工コーポレーションにおいては工事受注案件

の積み上げと着実な利益確保、グループ各社においては経常利益 300億円の達成が必須です。 

 また、2030年に連結経常利益 1,500億円という長期ビジョン実現に向けて具体的な行動に移す時期に

なってきました。収益構造の大きな変革に向けて、建替・再開発事業、海外事業は更なる拡大を目指す

とともに、グループ各社においては各社ごとの成長戦略と業務効率化へ積極的に投資し、DXによる新た

な収益源を創出します。全社的取り組みである「DXアカデミー」は、各社から選抜した 80名のメンバー

に専門的な知識を身に着けてもらうフェーズ 2が完了しました。各リーダーが学んだことを各社内に展開

し、大きなうねりを起こしてもらいたいと思います。 

さて、2024年から災害復興などを除き残業時間規制が罰則付きで導入されることが決定しています。建

設業界はかねてより他の産業と比べて残業時間が多いとされていますが、24 年 3 月期までに現場作業所

の 4 週 8 休は着実に達成させなくてはなりません。各部門が密に連携して 2025 年までに現場の生産性

20％アップに向け取り組んでください。 

続いて統合報告書についてです。財務情報だけでなく非財務情報や中長期的な企業価値の創造に関して、

幅広いステークホルダーへ向けて統合報告書を発行しました。長谷工グループとして脱炭素を中心とした

気候変動対応の具現化にも触れています。TCFD への賛同や SBT 認定取得等一定の進展はありましたが、

具体的な行動が伴っていなければ、ビジネス上も大きなリスクになります。全員が、脱炭素を意識してい

ただきたいと思います。 

今年のキーワードは、“臨機即決（りんきそっけつ）”とします。四字熟語「臨機応変」と「即断即決」

を掛け合わせた造語で、世界情勢や外部環境の急変に翻弄されることなく、柔軟かつスピード感をもっ

て対処する。先行きの不安に恐れて縮こまるのではなく、積極果敢に成長に向けてチャレンジしながら、

ひとたび環境が変われば素早く冷静に対処してほしいと思います。 

今年も皆さんと一緒に力一杯、明るく元気よく頑張っていきましょう。 

以上 


